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１【ファンドの運用状況】

（１）【投資状況】

①【投資状況】
   平成28年1月29日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

投資信託受益証券 アイルランド 4,859,539,392 98.71

親投資信託受益証券 日本 9,884,308 0.20

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 53,653,930 1.09

 純資産総額  4,923,077,630 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

②【投資資産】

（ａ）【投資有価証券の主要銘柄】
ａ評価額上位３０銘柄

      平成28年1月29日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 口数 下段：評 価 額 償還期限 比率

    単価（円） 金額（円） (年/月/日) (％)

アイルラ
ンド

ＫＢＩエコ・ウォーター・
ファンド

投資信託
受益証券 ― 473,086

12,663.71
10,272.00

5,991,023,909
4,859,539,392

―
― 98.71

日本 日本短期債券マザーファンド
親投資信託
受益証券 ― 8,887,168

1.1106
1.1122

9,870,088
9,884,308

―
― 0.20

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
 平成28年1月29日現在

種類／業種別 投資比率(％)

投資信託受益証券 98.71

親投資信託受益証券 0.20

合　計 98.91

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

（ｂ）【投資不動産物件】
該当事項はありません。

 

（ｃ）【その他投資資産の主要なもの】
該当事項はありません。

 

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および平成28年1月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移

は次の通りです。
  （単位：円）

 純資産総額
基準価額

(１万口当たりの純資産価額)

第1計算期間末日
（平成20年 7月22日）

46,198,930,652
46,198,930,652

（分配付）
（分配落）

8,193
8,193

（分配付）
（分配落）

第2計算期間末日
（平成21年 7月22日）

23,604,420,909
23,604,420,909

（分配付）
（分配落）

5,094
5,094

（分配付）
（分配落）

第3計算期間末日
（平成22年 7月22日）

17,434,858,281
17,434,858,281

（分配付）
（分配落）

5,112
5,112

（分配付）
（分配落）

第4計算期間末日
（平成23年 7月22日）

12,986,774,990
12,986,774,990

（分配付）
（分配落）

5,753
5,753

（分配付）
（分配落）

第5計算期間末日
（平成24年 7月23日）

8,691,981,594
8,691,981,594

（分配付）
（分配落）

5,475
5,475

（分配付）
（分配落）

第6計算期間末日
（平成25年 7月22日）

11,260,452,924
11,260,452,924

（分配付）
（分配落）

9,168
9,168

（分配付）
（分配落）

第7計算期間末日
（平成26年 7月22日）

8,145,708,817
7,481,900,459

（分配付）
（分配落）

11,044
10,144

（分配付）
（分配落）
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第8計算期間末日
（平成27年 7月22日）

6,475,934,632
6,056,191,281

（分配付）
（分配落）

10,800
10,100

（分配付）
（分配落）

平成27年 1月末日 7,372,945,784  10,273 

2月末日 7,744,593,197  10,962 

3月末日 7,496,478,119  10,946 

4月末日 7,389,123,204  11,334 

5月末日 7,290,237,951  11,517 

6月末日 6,624,698,980  10,932 

7月末日 6,238,406,167  9,961 

8月末日 5,851,892,452  9,350 

9月末日 5,333,098,644  8,580 

10月末日 5,857,802,161  9,458 

11月末日 5,971,148,571  9,745 

12月末日 5,475,494,206  9,065 

平成28年 1月末日 4,923,077,630  8,180 

 

②【分配の推移】
 １万口当たりの分配金

第1計算期間 0円

第2計算期間 0円

第3計算期間 0円

第4計算期間 0円

第5計算期間 0円

第6計算期間 0円

第7計算期間 900円

第8計算期間 700円
 

③【収益率の推移】
 収益率（％）

第1計算期間 △18.07

第2計算期間 △37.82

第3計算期間 0.35

第4計算期間 12.53

第5計算期間 △4.83

第6計算期間 67.45

第7計算期間 20.46

第8計算期間 6.46

第8計算期間末日から
平成28年1月末日までの期間

△19.00

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末
の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に100を
乗じて得た数をいう。ただし、第8計算期間末日から平成28年1月末日までの期間については平成
28年1月末日の基準価額から当該基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落
の額）で除して得た数に100を乗じて得た数をいう。
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＜参考＞

「日本短期債券マザーファンド」

①投資状況
   平成28年1月29日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

地方債証券 日本 207,760,000 2.74

特殊債券 日本 1,967,939,600 25.93

社債券 日本 5,271,335,160 69.46

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 141,967,480 1.87

 純資産総額  7,589,002,240 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

②投資資産

（ａ）投資有価証券の主要銘柄
ａ評価額上位３０銘柄
      平成28年1月29日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 券面総額 下段：評 価 額 償還期限 比率

   （千円） 単価（円） 金額（円） (年/月/日) (％)

日本 第９回モルガン・スタンレー 社債券 ― 300,000
100.76
100.8870

302,292,000
302,661,000

0.557000
2018/05/22 3.99

日本 第６６５回東京都公募公債 地方債証券 ― 200,000
104.50
103.8800

209,017,000
207,760,000

1.430000
2018/12/20 2.74

日本
第６６回政府保証日本高速道路保
有・債務返済機構債券 特殊債券 ― 200,000

104.43
103.6790

208,870,000
207,358,000

1.500000
2018/09/28 2.73

日本 第３８２回東北電力 社債券 ― 200,000
105.09
103.5700

210,180,000
207,140,000

3.125000
2017/04/25 2.73

日本
第１０回三井住友銀行（劣後特約
付） 社債券 ― 200,000

102.94
102.0560

205,892,000
204,112,000

2.110000
2017/02/16 2.69

日本 第６回みずほ銀行（劣後特約付） 社債券 ― 200,000
102.50
101.5220

205,002,000
203,044,000

2.250000
2016/11/04 2.68

日本 第４０９回中部電力 社債券 ― 200,000
103.45
101.5000

206,916,000
203,000,000

3.900000
2016/06/24 2.67

日本
第１回三菱ＵＦＪ信託銀行（特定社
債間限定同順位） 社債券 ― 200,000

100.34
100.3890

200,694,000
200,778,000

0.345000
2017/06/07 2.65

日本 第４１６回九州電力 社債券 ― 200,000
100.54
100.3600

201,090,000
200,720,000

0.661000
2016/12/22 2.64

日本 第２２回ラボバンク・ネダーランド 社債券 ― 200,000
100.24
100.2400

200,492,000
200,480,000

0.377000
2016/12/19 2.64

日本 第１７回積水ハウス 社債券 ― 200,000
99.96

100.2400
199,930,000
200,480,000

0.125000
2018/04/20 2.64

日本
第２３回ＧＥキャピタルコーポレー
ション 社債券 ― 200,000

100.35
100.2200

200,718,000
200,440,000

0.450000
2016/09/20 2.64

日本
第１１回現代キャピタル・サービシ
ズ・インク 社債券 ― 200,000

100.00
100.1740

200,000,000
200,348,000

0.520000
2017/10/30 2.64

日本 い第７４９号農林債券 特殊債券 ― 200,000
100.25
100.1700

200,518,000
200,340,000

0.300000
2017/10/27 2.64

日本
第３２回日産フィナンシャルサービ
ス 社債券 ― 200,000

99.92
100.1240

199,852,000
200,248,000

0.120000
2018/03/20 2.64

日本
第１０回ＪＰモルガン・チェース・
アンド・カンパニー 社債券 ― 200,000

100.28
100.0960

200,568,000
200,192,000

0.462000
2016/06/13 2.64

日本
第７回セブン＆アイ・ホールディン
グス 社債券 ― 200,000

100.14
100.0710

200,288,000
200,142,000

0.258000
2016/06/20 2.64

日本 第１２回韓国輸出入銀行 特殊債券 ― 200,000
100.14
100.0270

200,284,000
200,054,000

0.400000
2016/03/14 2.64

日本 第４７４回中部電力 社債券 ― 136,000
101.03
100.2310

137,410,320
136,314,160

1.690000
2016/03/25 1.80

日本 第１９４回政府保証中小企業債券 特殊債券 ― 122,000
104.38
103.6400

127,348,480
126,440,800

1.500000
2018/09/18 1.67

日本 第２１回東日本高速道路 特殊債券 ― 120,000
101.31
101.0240

121,573,200
121,228,800

0.580000
2018/06/20 1.60

日本
第３０回公営企業債券（財投機関
債） 特殊債券 ― 100,000

105.33
104.4340

105,333,000
104,434,000

1.970000
2018/06/20 1.38

日本
第４０回日本高速道路保有・債務返
済機構債券（財投機関債） 特殊債券 ― 100,000

104.48
103.7660

104,485,000
103,766,000

1.690000
2018/06/20 1.37

日本
第１２回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後
特約付） 社債券 ― 100,000

103.89
102.8460

103,892,000
102,846,000

2.160000
2017/07/28 1.36

日本 第１３８回オリックス 社債券 ― 100,000
103.11
102.3430

103,119,000
102,343,000

1.690000
2017/08/25 1.35

日本
Ｆ２３回地方公共団体金融機構債券
（財投機関債） 特殊債券 ― 100,000

102.63
102.2390

102,636,000
102,239,000

1.075000
2018/05/29 1.35
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日本
第９回ゴールドマン・サックス・グ
ループ・インク 社債券 ― 100,000

102.64
101.8070

102,648,000
101,807,000

2.110000
2016/12/28 1.34

日本 第３３回みずほコーポレート銀行 社債券 ― 100,000
100.55
100.6710

100,552,000
100,671,000

0.410000
2018/04/20 1.33

日本 第５８回三井住友銀行 社債券 ― 100,000
100.43
100.5720

100,430,000
100,572,000

0.330000
2018/04/20 1.33

日本
第５回三菱ＵＦＪ信託銀行（特定社
債間限定同順位） 社債券 ― 100,000

100.40
100.5470

100,402,000
100,547,000

0.285000
2018/11/28 1.32

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
 平成28年1月29日現在

種類／業種別 投資比率(％)

地方債証券 2.74

特殊債券 25.93

社債券 69.46

合　計 98.13

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

（ｂ）投資不動産物件
該当事項はありません。

 

（ｃ）その他投資資産の主要なもの
該当事項はありません。
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［参考情報］
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【投資リスク】
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２【設定及び解約の実績】
 設定口数 解約口数 発行済口数

第1計算期間 69,890,698,914 13,501,611,461 56,389,087,453

第2計算期間 2,945,088,522 12,996,137,673 46,338,038,302

第3計算期間 791,573,407 13,026,367,595 34,103,244,114

第4計算期間 253,179,183 11,782,805,218 22,573,618,079

第5計算期間 46,176,497 6,743,346,413 15,876,448,163

第6計算期間 173,062,274 3,767,183,055 12,282,327,382

第7計算期間 162,491,195 5,069,170,151 7,375,648,426

第8計算期間 911,098,002 2,290,412,842 5,996,333,586

第9計算期期首から
平成28年1月29日までの期間

374,790,473 352,631,054 6,018,493,005
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３【ファンドの経理状況】

 

【中間財務諸表】

 

１　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第３８条の３および第５７条の２の規定により、

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しており

ます。

　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成

27年7月23日から平成28年1月22日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた監査法人によ

り中間監査を受けております。
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三菱ＵＦＪ グローバル・エコ・ウォーター・ファンド

（１）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第 8 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 9 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

資産の部

流動資産

コール・ローン 620,455,028 93,357,974

投資信託受益証券 5,895,975,234 4,676,455,110

親投資信託受益証券 9,870,088 9,878,087

未収利息 1,002 152

流動資産合計 6,526,301,352 4,779,691,323

資産合計 6,526,301,352 4,779,691,323

負債の部

流動負債

未払収益分配金 419,743,351 －

未払解約金 11,107,343 1,719,620

未払受託者報酬 1,957,884 1,553,805

未払委託者報酬 37,199,739 29,522,274

その他未払費用 101,754 80,734

流動負債合計 470,110,071 32,876,433

負債合計 470,110,071 32,876,433

純資産の部

元本等

元本 ※1 5,996,333,586 ※1 6,025,878,738

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2 59,857,695 ※2 △1,279,063,848

（分配準備積立金） 320,258,147 303,739,774

元本等合計 6,056,191,281 4,746,814,890

純資産合計 6,056,191,281 4,746,814,890

負債純資産合計 6,526,301,352 4,779,691,323
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第 8 期中間計算期間

自 平成26年 7月23日

至 平成27年 1月22日

第 9 期中間計算期間

自 平成27年 7月23日

至 平成28年 1月22日

営業収益

受取利息 67,219 36,927

有価証券売買等損益 171,521,906 △1,330,414,525

営業収益合計 171,589,125 △1,330,377,598

営業費用

受託者報酬 2,134,557 1,553,805

委託者報酬 40,556,483 29,522,274

その他費用 110,933 80,734

営業費用合計 42,801,973 31,156,813

営業利益又は営業損失（△） 128,787,152 △1,361,534,411

経常利益又は経常損失（△） 128,787,152 △1,361,534,411

中間純利益又は中間純損失（△） 128,787,152 △1,361,534,411

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

38,569,652 △25,570,143

期首剰余金又は期首欠損金（△） 106,252,033 59,857,695

剰余金増加額又は欠損金減少額 30,745,386 －

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

30,745,386 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 13,708,352 2,957,275

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

13,708,352 2,422,971

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 534,304

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 213,506,567 △1,279,063,848
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で評価

しております。

  親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で評

価しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

 
 

第 8 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 9 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

    
※１期首元本額 7,375,648,426円 5,996,333,586円

 期中追加設定元本額 911,098,002円 374,680,630円

 期中一部解約元本額

 

2,290,412,842円 345,135,478円

※２元本の欠損

純資産額が元本総額を下回っており、その差額であり

ます。

 

―

 

1,279,063,848円

 

３ 受益権の総数

 

5,996,333,586口 6,025,878,738口

４ １口当たり純資産額 1.0100円 0.7877円

 （１万口当たり純資産額） （10,100円） （7,877円）
    
 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 
区　分

第 8 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 9 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

１ 中間貸借対照表計上

額、時価及びその差額

時価で計上しているためその差額はありません。 同　左

２ 時価の算定方法 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）に記載しております。

同　左

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 同　左

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期

間で決済され、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

同　左

３ 金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ

か、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては

一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

同　左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。

 

＜参考＞

当ファンドは投資信託受益証券および親投資信託受益証券を主要投資対象としております。

中間貸借対照表の資産の部に計上された親投資信託受益証券の状況は以下の通りです。
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「日本短期債券マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は、監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

  
［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

金　額（円） 金　額（円）

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  107,197,370 86,772,460

国債証券  1,501,953,000 ―

地方債証券  366,709,606 207,898,000

特殊債券  902,047,000 2,068,291,520

社債券  4,988,297,320 5,267,191,320

未収利息  14,158,405 15,806,804

前払費用  1,372,733 73,587

流動資産合計  7,881,735,434 7,646,033,691

資産合計  7,881,735,434 7,646,033,691

負債の部    

流動負債    

未払解約金  6,327,164 27,554,912

流動負債合計  6,327,164 27,554,912

負債合計  6,327,164 27,554,912

純資産の部    

元本等    

元本 ※1 7,091,301,433 6,854,516,648

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  784,106,837 763,962,131

元本等合計  7,875,408,270 7,618,478,779

純資産合計  7,875,408,270 7,618,478,779

負債純資産合計  7,881,735,434 7,646,033,691

（注1）親投資信託の計算期間は、原則として、毎年7月23日から翌年7月22日までであります。

 

（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

公社債は時価で評価しております。時価評価にあたっては、価格情報会社等の提供する理論価格で

評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

  ［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

    
※１期首 平成26年7月23日 平成27年7月23日

 期首元本額 10,838,030,764円 7,091,301,433円

 期首からの追加設定元本額 6,695,431,488円 801,705,510円

 期首からの一部解約元本額

 

10,442,160,819円 1,038,490,295円

 元本の内訳＊   

 三菱ＵＦＪ グローバル・エコ・ウォーター・ファンド 8,887,168円 8,887,168円

 地球温暖化対策株式ファンド 946,881円 946,881円

 三菱ＵＦＪ 日本短期債券ファンド 3,862,628,126円 3,702,734,991円

 日本短期債券ファンドＶＡ（適格機関投資家限定） 128,848,163円 123,850,707円

 日本短期債券ファンド（適格機関投資家限定） 92,740,175円 150,275,012円

 三菱ＵＦＪ 積立ファンド（日本バランス型） 1,713,018,682円 1,688,726,243円

 三菱ＵＦＪ ＴＯＰＩＸ・ライト 532,868,314円 463,582,431円

 三菱ＵＦＪ 日本バランス２０ 56,007,057円 49,187,530円

 三菱ＵＦＪ 日本バランス５０ 42,795,980円 39,104,242円

 三菱ＵＦＪ 国内バランス２０ 573,583,866円 552,456,475円

 三菱ＵＦＪ 国内バランス５０ 78,977,021円 74,764,968円

 　　　　　　（合　計）

 

7,091,301,433円 6,854,516,648円

２ 受益権の総数

 

7,091,301,433口 6,854,516,648口

３ １口当たり純資産額 1.1106円 1.1115円

 （１万口当たり純資産額） （11,106円） （11,115円）
    
＊ 当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 区　分 ［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

１ 貸借対照表計上額、時

価及びその差額

時価で計上しているためその差額はありません。 同　左

２ 時価の算定方法 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）に記載しております。

同　左

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 同　左

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期

間で決済され、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

同　左

３ 金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

当ファンドに投資する証券投資信託の注記表（金

融商品に関する注記）に記載しております。

同　左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。
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【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

平成28年1月29日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 4,925,828,334  

Ⅱ 負 債 総 額 2,750,704  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,923,077,630  

Ⅳ 発 行 済 口 数 6,018,493,005 口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ）
0.8180

（ １万口当たり 8,180
 

）

 

＜参考＞

「日本短期債券マザーファンド」の現況

純資産額計算書

平成28年1月29日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 7,595,668,695  

Ⅱ 負 債 総 額 6,666,455  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 7,589,002,240  

Ⅳ 発 行 済 口 数 6,823,526,714 口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ）
1.1122

（ １万口当たり 11,122
 

）
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４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

半期代替書面における「委託会社等の概況」の記載のとおりです。

半期代替書面については、（http://www.am.mufg.jp/corp/profile/accounting.html）でもご覧いただ

けます。

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

半期代替書面における「事業の内容及び営業の概況」の記載のとおりです。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

 
５【委託会社等の経理状況】
半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の「冒頭書面」の記載のとおりです。

 
（１）【貸借対照表】
半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（１）「貸借対照表」の記載のとおりです。

 

（２）【損益計算書】
半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（２）「損益計算書」の記載のとおりです。

 
（３）【株主資本等変動計算書】
半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（３）「株主資本等変動計算書」の記載のとお

りです。

 

 

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社(E11518)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

16/21



６【その他】

平成27年10月21日提出済みの有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の記載事項の一部に

ついて、内容の更新等を行います。原届出書の更新後の内容を記載する場合は＜更新後＞とします。

 

 

有価証券報告書
第一部　ファンド情報
第１　ファンドの状況

１　ファンドの性格

（３）ファンドの仕組み

③委託会社の概況

＜更新後＞

・資本金

2,000百万円（平成28年１月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成28年１月末現在）

（略）
 
３　投資リスク
（１）投資リスク
＜更新後＞

当ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これら
の運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により
損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
当ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。このため、お申込みの際
は、当ファンドのリスクを認識・検討し、慎重に投資のご判断を行っていただく必要があります。
 
①価格変動リスク
一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、
当ファンドはその影響を受け株式の価格が下落した場合には基準価額の下落により損失を被り、
投資元本を割り込むことがあります。

②為替変動リスク
（略）
そのため、為替相場が円高方向に進んだ場合には、基準価額の下落により損失を被り、投資元本
を割り込むことがあります。

③信用リスク
（略）
当ファンドは、信用リスクを伴い、その影響を受けますので、基準価額の下落により損失を被
り、投資元本を割り込むことがあります。

④流動性リスク
（略）
この場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

（略）
 
（２）投資リスクに対する管理体制
＜更新後＞

（略）
また、定期的に開催されるリスク管理に関する会議体等において、それらの状況の報告を行うほ
か、必要に応じて改善策を審議しています。
各投資リスクに関する管理体制は以下の通りです。
 
①価格変動リスク・為替変動リスク
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価格変動リスク・為替変動リスクは、運用部門において、資産構成比率に関する事項や、その他
のファンドのリスク特性に関する事項を主な対象項目として常時把握し、ファンドコンセプトに
沿ったリスクの範囲でコントロールしています。
また、価格変動リスク・為替変動リスクは、運用部門から独立した管理担当部署によってリスク
運営状況のモニタリング等のリスク管理を行う体制をとっており、この結果は運用管理委員会等
に報告されます。

②信用リスク
信用リスクについては、運用部門においてリスクの把握、ファンド毎に定められたリスクの範囲
での運用、を行っているほか、運用部門から独立した管理担当部署でモニタリングを行うなど、
価格変動リスク・為替変動リスクと同様の管理体制をとっています。
（略）

③流動性リスク
（略）
 

４　手数料等及び税金
（３）信託報酬等

＜更新後＞

（略）

１万口当たりの信託報酬：保有期間中の平均基準価額×信託報酬率×（保有日数／365）
※上記の計算方法は簡便法であるため、算出された値は概算値になります。

 

委託会社は、信託報酬から、販売会社に対し、販売会社の行う業務に対する報酬を支払います。

（略）

 
受益者が負担する実質的な信託報酬率は、次の通りとなります。
年1.78％（税込）程度

 
（注）上記は、投資対象とする投資信託証券における信託報酬率を含めた実質的な信託報酬率を算

出したものです。（略）
 

（４）その他の手数料等

＜更新後＞

（略）

ご投資家のみなさまにご負担いただく手数料等の合計額については、お申込金額や保有期間等に応

じて異なりますので、表示することができません。なお、当ファンドが負担する費用（手数料等）

の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
 
◇費用または費用を対価とする役務の内容について

費用名 直接・間接
※ 説明

（略）

信託報酬 間接

（略）
（販売会社）
分配金・償還金・換金代金支払等の事務手続き、交
付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、
購入後の説明・情報提供等の対価
（略）

（略）

（略）
 

（５）課税上の取扱い

＜更新後＞
（略）
①個人の受益者に対する課税
（略）
１．収益分配金の課税
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（略）

原則として、20.315％（略）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。

（略）
２．解約時および償還時の課税

（略）
20.315％（略）の税率による申告分離課税が適用されます。
特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、20.315％（略）の税率で源泉徴収され、原

則として、申告は不要です。

（略）
※公募株式投資信託は税法上、「ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）およびジュニアＮＩＳＡ（未
成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。ＮＩＳＡおよびジュニアＮＩＳＡをご利用の
場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および
譲渡所得が一定期間非課税となります。
（略）

②法人の受益者に対する課税
受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還
時の個別元本超過額については、配当所得として15.315％（略）の税率で源泉徴収されます。地
方税の源泉徴収はありません。なお、益金不算入制度の適用はありません。
買取りの取扱いについては、販売会社にお問い合わせください。
 
◇個別元本について
（略）
 
※上記は平成28年１月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に
なることがあります。
（略）

 

第２　管理及び運営
３　資産管理等の概要
（５）その他
＜更新後＞
（略）

運用報告書
 

委託会社は、毎計算期間の末日および償還時に、交付運用報告書を作成し、原則と
して受益者に交付します。（略）

（略）

 
第二部　委託会社等の情報
第２　その他の関係法人の概況

１　名称、資本金の額及び事業の内容

（１）受託会社

＜更新後＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成27年９月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

＜更新後＞

①名称
②資本金の額
（平成27年９月末現在）

③事業の内容

株式会社ジャパンネット銀
行

37,250 百万円 銀行業務を営んでいます。

株式会社イオン銀行 51,250 百万円 銀行業務を営んでいます。

株式会社池田泉州銀行 61,385 百万円 銀行業務を営んでいます。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会
社

324,279 百万円
銀行業務および信託業務を営んで
います。
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株式会社ＳＢＩ証券 47,937 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

岡三オンライン証券株式会
社

8,500 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

むさし証券株式会社 5,000 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

楽天証券株式会社 7,495 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社

40,500 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

 

３　資本関係

＜更新後＞

委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成28年１月末現在）

（略）

 

第３　参考情報

２　その他

＜更新後＞

（略）

（３）目論見書に以下の内容を記載することがあります。

・（略）

したがって、投資家のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ

り、損失を被ることがあります。

（略）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

平成28年２月25日

 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 国 際 投 信 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

PwCあらた監査法人

 指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士　柴 　毅　印

 

 

 

 

 指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士　大畑　茂　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられている三菱ＵＦＪ グローバル・エコ・ウォーター・ファンドの平成27年７月23日から平成28年１月22日までの中

間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監

査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三菱ＵＦＪ グローバル・エコ・ウォーター・ファンドの平成28年１月22日現在の信託財産の状態及び同日をもっ

て終了する中間計算期間（平成27年７月23日から平成28年１月22日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。

利害関係

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　 上

 

（注）上記は、委託会社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は委託会社が別途保管しております。なお、XBRLデータは中間監査の対象に含まれていません。
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